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研究成果の概要：自治体アンケート調査を通じて、全国市町村の有料化実施状況、ごみ減量効

果、併用施策の実施状況、不法投棄の発生・収束状況を詳細に把握・分析した。大部分の有料

化自治体においてごみ減量効果が維持されており、リバウンドが発生するのは手数料水準が低

いケース、超過量方式の料金体系できめ細かな制度設計がなされていないケースにほぼ限定さ

れることを明らかにした。またレジ袋を全市で有料化した伊勢市において市民アンケートを実

施し、支払意志額（ＷＴＰ）の計測、有料化の有効性検証、環境行動の誘発効果などに関する

新たな知見を得た。 
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総 計 2,200,000 660,000 2,860,000 

 
 
 
研究分野：社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
(1)全国の都市で家庭ごみ有料化が進展する
中で、有料化実施後相当期間にわたってごみ
減量効果が維持されるのかどうかに関心が
高まってきた。特に有料化反対論者からはリ
バウンドが必ず発生するとの批判がなされ
る。そこで、全国有料化都市のごみ量データ
を原単位で経年把握し、減量効果とリバウン
ドの有無を検証する必要性が高まっていた。 

(2)全国の主要都市や県でレジ袋有料化が行
政・市民・事業者協働のもと実施されるよう
になり、関心が高まってきたが、それによる
ごみ減量効果は重量ベースでせいぜい１～
３％程度といわれ、むしろライフスタイルの
見直しの契機、ないしは「環境行動の誘発」
の効果に大きな期待が寄せられている。そこ
で、全市的にレジ袋有料化協定を締結した伊
勢市の市民に対してアンケート調査を実施
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することで、市民の支払意志額からみて施策
（レジ袋１枚５円の有料化）の価格インセン
ティブが十分に大きいかどうか、またレジ袋
有料化が実際に環境行動を誘発したかどう
かを検証する必要性が高まっていた。 
 以上が、これら２つの調査研究課題に取り
組むことになった背景である。 
 
 
 
２．研究の目的 
 
(1) 全国有料化都市のごみ量データを原単位
で経年把握し、減量効果とリバウンドの有無
を検証する。また、減量データのクロス集計
を用いて、減量効果と手数料水準、併用施策
との関連性を解明する。リバウンド発生の有
無と手数料水準、具体的な併用施策の関連性
を検証することにより、リバウンド防止に有
効な手数料水準、具体的併用施策を把握する。 
 
(2) レジ袋有料化を実施した都市の市民に対
してアンケート調査を実施することで、市民
の支払意志額からみて施策（レジ袋１枚５円
の有料化）の価格インセンティブが十分に大
きいかどうか、またレジ袋有料化が実際に環
境行動を誘発したかどうかなどを検証する。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
(1)家庭ごみ有料化調査について 
全国８０６市区と４７都道府県に対して
アンケート調査を実施した。都道府県調査は、
全国市区調査による全国都市の有料化状況
把握のフォローアップ並びに全国町村の有
料化状況把握を狙いとして実施した。市区調
査で得られた有料化都市のごみ量データを
原単位で経年把握し、減量効果とリバウンド
の有無を検証した。さらに、リバウンド発生
の有無と手数料水準、具体的な併用施策の関
連性を検証することにより、リバウンド防止
に有効な手数料水準、具体的併用施策を把握
した。 

 
(2)レジ袋有料化調査について 
 レジ袋１枚５円でレジ袋有料化を全市主要
小売店で実施した三重県伊勢市の市民１０
００人に対してアンケート調査を実施し、市
民の支払意志額からみて施策の価格インセ
ンティブが十分に大きいかどうか、レジ袋有
料化が具体的にどのような環境行動を誘発
したか、有料化反対者はレジ袋辞退による値
引きを希望するかどうか、など市民の意識・
行動を把握した。 
 

４．研究成果 
 
(1)家庭ごみ有料化について 
 
①有料化実施状況 
全国市町村の家庭ごみ有料化実施率が約
５８％、全国都市の有料化実施率が約５１％
であることを把握した。全国都市の家庭ごみ
有料化率は、２０００年９月調査時点の２
０％から、２００５年２月調査の３７％、２
００６年１０月時点の４５％を経て、直近の
５１％へと急速に高まってきていることを
確認できた。この調査結果は、研究代表者の
ホームページに掲載されており、全国の有料
化検討自治体や環境省、市民団体、新聞社等
から利用許諾依頼が寄せられている。 

 
②手数料の体系と水準 
 有料化都市の手数料体系をみると、排出量
にかかわらず１袋目のごみから容量１Ｌ当
たり一定の量率で有料になる単純従量制（単
純方式）をとる市が９０％以上と多数を占め、
排出するごみが一定量を超えると有料また
は高い料率になる超過量従量制（超過量方
式）を採用する市は有料化市全体の９％にと
どまる。 
 次に、単純方式の手数料体系を採用する市
について、可燃ごみ大袋１枚の価格分布を集
計すると次のようであった。大袋１枚４０円
台の都市が最も多く８２市、次いで３０円台
が７６市、２０円台が６０市、５０円台が４
７市、１０円台と８０円台がそれぞれ３０市、
６０円台が２７市の順であった。全国の単純
方式有料化の大袋１枚の中心価格帯は３０
～４０円で、全体の４３％を占めることがわ
かった。 
 
③不法投棄・不適正排出の発生有無と対策 
有料化後に不法投棄が増大した都市、しな
かった都市の数はほぼ半々であったが、増加
した都市の大部分で２年程度の間に有料化
前の水準に収束している。 
不法投棄防止対策の回答（複数回答可）を
みると、警告看板の設置が最も多く２０２市、
次いで不法投棄物の検査による投棄者の割
り出し・指導が１４７市、自治体によるパト
ロールの強化が１３４市、郵便局など外部団
体との通報協定が５８市、住民による通報制
度が５４市、監視カメラの設置が４５市など
となった。 
次に、「指定された場所への排出ではある
が、指定袋や有料シールを用いない排出、分
別状況が著しく悪い排出などルール違反」と
して定義される不適正排出については、７割
の自治体で有料化当初、増加が見られた。し
かしながら、増加した都市の大部分（約８
０％）において、有料化導入から１年以内に



 

 

不適正排出は有利要改善の水準まで収束し
ていた。制度の変更について、自治会非加入
の住民などに情報が行き渡るまで、１ヵ月か
ら１年程度の時間がかかることが判明した。 
④併用施策の実施状況 
 
有料化都市において、戸別収集への切り替
え、資源物回収の拡充、ごみ処理機の購入助
成、集団資源回収補助の拡充といった併用施
策が同時導入され、減量効果の底上げに寄与
したことを今回の調査で詳細に把握できた。 
まず、家庭ごみ有料化を契機とした収集方
式の変更については、集積所方式をそのまま
維持した市が８１％、集積所方式から戸別収
集に切り替えた市と戸別収集をそのまま維
持した市がそれぞれ各６％であった。従来か
らの集積所方式を維持する市が圧倒的に多
かったが、戸別収集に切り替えた市が東京多
摩地域を中心に１４市あった。戸別収集に切
り替えた都市では、かなり大きなごみ減量効
果が得られただけでなく、不適正排出が減少
し、ごみ排出状況が有料化前よりも改善して
いることがわかった。これらの都市に対して
戸別収集切り替えによる収集運搬経費の増
加率を示してもらったところ、平均して２
０％程度であった。コスト増をこの水準に押
さえるため、各市が収集回数の削減、収集車
張付要員の削減などの工夫を凝らしたこと
も把握できた。 
家庭ごみ有料化と同時に資源物回収の拡
充に取り組む都市は多い。これを具体的な取
り組み事項別にみると次のようであった。資
源物の回収品目を増やした市が１２１市と
多数を占め、次いで資源物の回収回数を増や
した市が３６市、資源物の回収を開始した市
が２７市、資源物の回収場所を増やした市が
１８市、その他の取り組みが１５市。これに
対して、資源物回収の拡充は特にしていない
と回答した市は７７市にとどまった。およそ
７割の市が有料化時に資源物回収を拡充す
ることにより、減量効果の強化と市民負担の
軽減に取り組んだことが判明した。 
 
⑤減量効果とリバウンドの発生有無 
ごみ減量効果に関する有効データがとれ
た８８市について、減量効果データの解析を
実施した。その結果、有料化導入５年目の年
度において全体の８６％の市がごみ量を減
少させ、１０％以上減少させた市も全体の６
７％あり、増加させた市は全体の１４％にと
どまること、しかも増加させた市のほとんど
が手数料水準大袋１枚２０円以下であるこ
と、しかも併用施策を講じていないことが判
明した。 
 
⑥政策的含意 
以上の分析に基づき、有料化を実施する際、

手数料水準を適正化すること、資源物回収の
拡充など併用施策を講じることにより、リバ
ウンドを防止できる可能性が高いことを明
らかにした。 
 
(2) レジ袋有料化について 
 
伊勢市民に対するアンケート調査の結果
分析から、次の知見を得た。 
 
①有料化受容の理由 
市民はごみ減量、温暖化防止など自らの環
境貢献のためにレジ袋有料化を受け入れる。 
 
②価格のインセンティブ効果 
１枚５円の価格付けを高すぎると受け止
める市民が３割程度おり、価格インセンティ
ブが強く働く。 
 
③有料化の環境配慮行動誘発効果 
レジ袋有料化はマイバッグ持参以外の、ご
み分別などの環境配慮行動も誘発する。 
 
④有料化反対者の意向 
レジ袋有料化に反対する人の多くは辞退
時の値引きを希望する。 
 
⑤施策としての有効性 
レジ袋有料化のマイバッグ持参効果は他
の施策よりも大きい。 
 
⑥有料化への対応行動としての生ごみ処理
袋購入行動 
 レジ袋の生ごみ用内袋としての利便性が
高かったことから、市民はレジ袋に代えて商
品としてのポリ袋を購入するとか他の袋で
代用するなどさまざまな対応をしている。 
 
⑦マイバッグ非持参者の非持参の理由 
 マイバッグを持参しない理由として、習慣
がない、面倒のほか、生ごみの内袋として利
用するための購入、勤め帰りの買い物、持ち
歩きへの抵抗感、などが挙げられた。 
 
 以上のうち、③については、巷間、レジ袋
有料化の意義について「住民のライフスタイ
ルの見直しの契機になる」と指摘されること
が多いが、実際に環境配慮行動に結びつくか、
これまで検証されたことはなかった。今回の
調査は、この重要な論点について、レジ袋有
料化のもとでマイバッグ持参行動をとる市
民にアンケートを実施することで、光を当て
ることができた。 
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